
１．はじめに

　上下方向の振動乗り心地向上を目的とした車体弾性振
動低減手法の一つとして，著者らは「床下機器の高減衰
弾性支持」（以下，提案手法）を提案してきた１）２）３）。
提案手法は，床下機器を一種の動吸振器として活用する
ものであり，乗客が車体弾性振動に対して減衰付与効果
を有し，それによって複数の車体弾性振動モード（以下，
複数モード）に対応するピーク値が低減するという知見
に基づく方策である４）。乗客と同様の制振効果を床下機
器で模擬することによって，車体弾性振動低減による乗
り心地向上を目指している。
　床下機器を利用した車体弾性振動低減手法について
は，近年，国外を中心に多数の研究事例５）６）７）が報告さ
れているが，著者らが提案する手法では，床下機器を車
体よりも高い減衰特性を有する部材で弾性支持し，制振
対象とする車体弾性振動の固有振動数よりも若干低い固
有振動数となるようにばね定数を設定することを特徴と
している。これまでに，鉄道総研所有の試験車両の床下
機器に提案手法を適用し，車両試験台における加振試験
で，複数モードの同時制振による車体弾性振動低減効果
などを確認してきた１）２）。
　本論文は提案手法の車体弾性振動低減および乗り心地
向上効果の検証結果を報告するものであり，最初に，高
減衰部材で質量を弾性支持することの有効性検証を目的
に実施した営業線での走行試験による車体上下振動測定
結果を示す。次に，既報２）にて未検証であった床下機器

の質量の違いが車体弾性振動低減効果に及ぼす影響を検
証するため，鉄道総研所有の試験車両に提案手法を適用
し，車両試験台による加振試験を行った結果を示す３）。
なお，弾性支持する床下機器の質量については，既報２）

では新幹線の主変圧器を想定した 3400kg程度の比較的
大きな質量を対象としていたが，本論文では，より小さ
い質量における車体弾性振動低減効果を検証するため，
数 100kgから 1000kg程度を対象とした。

２．質量高減衰弾性支持の有効性の検証

　提案手法の基本原理である「質量の高減衰部材による
弾性支持」の有効性を検証するため，本章では，床下機
器ではなく，車両の床面上に鉄板を付加質量として設け
て弾性支持する条件を対象とし，営業線における走行試
験で車体弾性振動に対する低減効果を検証した。なお，
走行試験の供試車両は，振子機構を有する特急車両とした。
　走行試験で用いた鉄板とその支持部材から構成される
弾性支持装置を図 1に示す。支持部材は既報２）にて示し
たブチルゴム製の防振ゴムを使用し，4個の防振ゴムに
よって鉄板を弾性支持した。

2. 1　弾性支持装置の固有振動数の設定
　供試車両の走行時の車体弾性振動（上下振動）を事前
調査したところ，周波数 8～10Hz付近の加速度パワー
が大きいことがわかった。そこで，制振対象周波数を
9Hz程度とし，弾性支持装置の固有振動数を設定するこ
とにした。なお，これまでの検討３）により，弾性支持装
置の固有振動数は制振対象周波数よりも若干低くなるよ
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うに設定することが効果的であることがわかっているた
め，9Hzよりも小さくなるように鉄板の質量を調整した。
　弾性支持装置の防振ゴムの製造時における動ばね定数
と損失係数の測定結果と弾性支持質量（積載した鉄板の
総質量）および固有振動数（理論値）を表 1に示す。弾
性支持装置は車体中央部付近の左右の側寄り（腰掛足
元）に 1台ずつ，計 2台を車内床面上に設置した。

2. 2　走行試験結果
　弾性支持装置（図 1）有無の条件で，同じランカーブ
で走行し，車体床面の上下振動加速度を比較した。図 2
に走行速度 110～123km/hにおける車体中央と車体中央
側寄り（弾性支持装置設置位置の近傍）の床面上下振動
加速度のパワースペクトル密度（以下，PSD）を示す。
なお，図 2の凡例において dBを付した数値は，弾性支
持装置有無による乗り心地レベル値（以下，LT値）の
増減量を示しており，負の値は弾性支持装置によって乗
り心地が向上（改善）したことを意味する。
　図 2より，弾性支持装置を設置した条件（赤色線）に
ついて，通常条件（弾性支持装置を設置していない条件，
青色線）と比較すると，車体中央では，10Hz付近にみ
られるピーク値が低減していることがわかる。また，車
体中央側寄りでも同様に 10Hz付近のピーク値が低減し
ているほか，低減量は小さいが 7.8Hz付近のピーク値
についても低減効果がみられる。以上より，弾性支持装
置の設置によって，制振対象周波数とした 9Hz付近に
おける車体弾性振動が低減することを確認した。

　ここで，図 2の凡例に示した LT値の低減量に着目す
ると，車体中央と車体中央側寄りでは，ともに 1dB未満
の結果であり，乗り心地向上効果は限定的であった。こ
れは，1～2Hz付近にみられる剛体振動のピークの LT値
への寄与が大きいことが関係していると考えられるが，
提案手法について，より大きな乗り心地向上効果を得る
ための検討が必要であることを示唆する結果となった。
　なお，本章では振子機構を有する特急車両の走行試験
結果を示したが，別途，振子機構を有していない車両で
も営業線での走行試験を行い，本章と同様に弾性支持装
置の床面設置によって車体弾性振動が低減することを確
認している１）。これより，「質量の高減衰部材による弾
性支持」の有効性が特定の車両や線区に限定されないこ
とが示されたといえる。

３．弾性支持質量の違いによる影響の検証

　一般的な動吸振器による制振効果を高めるためには，
質量比（制振対象の質量に対する動吸振器の質量の比）
を大きくすることが有利であると言われている８）。床下
機器の弾性支持で動吸振器を構成する場合でいえば，機
器質量が大きい方が車体振動低減効果が大きくなること
に相当する。床下機器の弾性支持質量と車体弾性振動低

図１　弾性支持装置（走行試験時の設置状況）

表１　弾性支持装置の特性値

図２　床面上下加速度 PSD （走行試験結果）
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減効果の関係については，数値解析による検討事例７）が
報告されているが，実車による検証事例は調べる限り見
当たらない。また，著者らの提案手法についても，これ
までに弾性支持質量の違いが車体弾性振動低減効果に及
ぼす影響については未検証であった。そこで本章では，
図 3に示す新幹線型試験車両（以下，試験車両）を対象
とし，床下機器の弾性支持質量について複数の条件を設
定して，鉄道総研の車両試験台において加振試験を行い，
車体弾性振動低減および乗り心地向上効果を検証した３）。

3. 1　試験車両の条件
3. 1. 1　車体弾性振動モード特性
　試験車両の制振対象周波数を検討するため，後述する
床下機器箱を装荷した状態で加振試験（車両試験台によ
る 4軸同位相上下加振）を行い，車体の床面 17点と天
井 14点の上下振動加速度の測定データから，車体弾性
振動の固有振動モードを同定した。そのうち，上下方向
の振動加速度に対して人間の感覚が敏感な周波数である
4～8Hzに近い固有振動数となる振動モード 2つを図 4
に示す。
　8.9Hzで同定されたモードは，車体断面のせん断変形
を伴うモード（以下，Dモード），また，10.9Hzで同定
されたモードは，弾性はりの一次曲げ振動に相当する

モード（以下，Bモード）であった。どちらのモードも
車体中央部付近に振動の腹をもち，また固有振動数が近
接しているといえる。本研究ではこの Dモードと Bモー
ドの同時制振を図ることにした。
3. 1. 2　弾性支持用床下機器箱
　提案手法の検証に用いた床下機器箱について，試験車
両における配置位置および構成を図 5に示す。床下機器
箱は車体中央部近傍の左右の側寄りに 2台ずつ計 4台
を設置し，一部の在来線営業車両にみられるデッドウエ
イト積載構造と同様，車体の台枠に固定する機器枠と質
量模擬のための鉄板を設ける構成とした。鉄板の質量は
4台とも同じ 260kgとし，その支持条件を変更可能とす
るため，2章で示した走行試験の弾性支持装置と同様，
鉄板の支持部材を 4個配置することにした。なお，この
時の車体質量は約 26tであったことから，床下機器箱 1
台あたりの鉄板の質量は車体質量の 1 %程度，床下機
器箱 4台合計では車体質量の 4 %程度に相当する条件
となる。
　支持部材については，剛体とみなせる鉄製のスペー
サーおよび防振ゴムを用いることにし，スペーサーを介
して鉄板を機器枠に剛に固定した条件（以下，剛支持条
件）と，防振ゴムを用いて鉄板を弾性支持する条件（以
下，弾性支持条件）を設けることにした。なお，防振ゴ
ムは，2章の走行試験の供試品と同じ個体を使用した。
防振ゴム 4個で鉄板の質量 260kgを弾性支持した時の
固有振動数（理論値）は 8.1Hzであり，前項で示した
Dモードの固有振動数よりも小さい条件となる。
3. 1. 3　弾性支持質量
　表 2に図 5（a）に示した各床下機器箱（#1～#4）に
おける鉄鈑の支持条件および弾性支持質量条件を示す。

図３　新幹線型試験車両

図４　試験車両の車体弾性振動モード 図５　試験車両の床下機器箱

特集：車両技術

鉃道総研報告　Vol.36,  No.2,  2022 13



　Case.Aは 4台全ての床下機器箱を剛支持とする条件
である。それに対して，各床下機器箱の支持条件を弾性
支持条件に変更することで 4通りの弾性支持質量 me

（260kg，520kg，780kg，1040kg）を設定した。3.2節
では，Case.Aを剛支持条件，Case.B～Case.Eを弾性支
持条件と呼ぶことにする。

3. 2　車両試験台加振試験結果
　試験車両の床下機器箱の支持条件を表 2に示す 5つ
の条件とし，車両試験台において加振試験を行い，車体
床面複数点（17点）の上下振動加速度を測定した。
3. 2. 1　加振条件
　車両の加振に用いた信号は，実走行時の軌道変位入力
を模擬するため，営業線での走行試験から得られた台車
軸箱の上下振動加速度を再現する加振波形を使用し，試
験車両を上下方向に加振した。なお，速度と走行区間が
異なる 2種類の加振波形を用いることにし，速度
240km/h相当（以下，速度 240km/h実走行模擬加振）と，
速度 320km/h相当（以下，速度 320km/h実走行模擬加
振）の波形による加振を行った。
3. 2. 2　複数モード同時制振効果
　速度 240km/h実走行模擬加振を行い，車体床面の上
下振動加速度 PSDを算出した。図 6に，台車上部およ
び車体中央と車体中央側寄りにおける加速度 PSDを示
す。各図に共通して，周波数 10.7Hzや 13.3Hz付近に，
また，図 6（c）では加えて 9.0Hzにおいて顕著なピー
クがみられることがわかる。これらのピークのうち，
9.0Hzのピークは Dモード，10.7Hz付近のピークは B
モードに対応すると考えられる。 
　図 6の各測定点で観測される 10.7Hz付近のピークに
着目すると，剛支持条件（Case.A）よりも，各弾性支
持条件（Case.B～Case.E）の方がピーク高さが小さいこ
とがわかる。なお，me=260kg（Case.B）などの小さい
弾性支持質量でもピーク高さが低減しているが，弾性支
持質量が大きい方がピーク値の低減量も大きいことがわ
かる。また，図 6（c）に着目すると，10.7Hzに加え，
9.0Hzのピークについても，剛支持条件（Case.A）より
も各弾性支持条件（Case.B～Case.E）の方が，そのピー
ク高さが小さいことや，弾性支持質量が大きい条件の方

がピーク値の低減量も大きいことがわかる。
　以上の結果から，me=260kg（Case.B）などの小さい
弾性支持質量でも Dモードと Bモードに対する同時制
振効果がみられたが，弾性支持質量が大きい方がピーク
値に対する低減効果も大きくなる傾向を示すことを確認
した。なお，図 6（c）では，8.5Hzから 11.5Hz付近に
おいて，弾性支持による振動低減効果がみられることか
ら，比較的広い周波数にわたる制振効果を有することが
示され，それによって，固有振動数が近接した Dモー
ドと Bモードについて，同時制振が実現していると考
えられる。また，複数モードの同時制振効果が得られた
要因として，Dモードと Bモードの振動の腹の位置で
ある車体中央部付近に弾性支持した床下機器箱を配置し
たことによる影響が大きいと考えられる。
3. 2. 3　乗り心地向上効果
　速度 240km/hと速度 320km/hの実走行模擬加振によ
る床面上下加速度測定データから，LT値を算出した。
図 6（b）および図 6（c）で取り上げた車体中央と車体
中央側寄りにおける各弾性支持条件（Case.B～Case.E）
と剛支持条件（Case.A）の LT値の差を図 7に示す。ま
た，図 8に床面 17点における弾性支持条件 Case.E
（me=1040kg）と剛支持条件の LT値の差を示す。図 7
と図 8において負の値は，弾性支持条件によって LT値
が低減（乗り心地が向上）したことを意味している。
　図 7より，速度 240km/hおよび 320km/ hの両加振条
件で，各弾性支持条件において乗り心地が向上している
ことが両測定点で確認できる。なお，me=260kg（Case.B）
でも LT値の低減がみられるが，弾性支持質量が大きい
方が，LT値の低減量も大きくなる傾向であった。車体
中央に着目すると，Case.B（me=260kg，車体質量の 1%
程度に相当する質量）では，1dB以下の低減に留まるが，
Case.E（me=1040kg，車体質量の 4%程度に相当する質
量）では，3dB以上の低減効果が観測された。
　次に，図 8に示す床面各部の LT値の増減量に着目す
ると，速度 240km/hおよび 320km/ hの両加振条件で，
全 17点において LT値が低減していることがわかる。低
減量は弾性支持した床下機器箱設置位置の近傍となる車
体中央で最も大きいが， 台車上や車端部でも一定の効果
がみられることから，乗り心地向上効果は局所的ではな
く，車体床面の広範囲に及ぶことを確認した。
　以上より，複数の速度および軌道条件に基づく加振試
験結果から，提案手法に基づき構成した床下機器によっ
て，車体弾性振動が低減することに加え，弾性支持質量
が大きい方が乗り心地向上効果が大きくなる傾向を確認
した。また，試験車両において LT値で 3dB以上の改善
を実現するためには，車体質量の 4%程度に相当する質
量が必要であるとの結果を得た。床下機器を活用して車
体弾性振動の低減を図るには，床下機器を制振対象とす

表２　床下機器箱の弾性支持質量の条件
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図７　上下乗り心地レベル値増減量（各弾性支持条件と剛支持条件の乗り心地レベル値の差）

図６　床面上下加速度 PSD （速度 240km/h 実走行模擬加振）
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る振動モードの腹の位置に設置し，その固有振動数を制
振対象とする車体の固有振動数よりも若干低めにするこ
と，また支持部材の減衰を大きくすること，そして弾性
支持質量は大きくすることが望ましいことを実車で確認
した。

４．まとめ

　本研究で得られた結果を以下に示す。
（1） 「質量の高減衰部材による弾性支持」の有効性を検

証するため，特急車両の車体床面に防振ゴムで弾
性支持した付加質量を設置し，営業線での走行試
験を行った結果，8～10Hz付近の車体上下振動加
速度パワーのピーク値が低減することを確認し
た。ただし，乗り心地レベル値の低減量は 1dB未
満であった。

（2） 床下機器の弾性支持質量の違いによる車体弾性振
動低減および乗り心地向上効果を検証するため，
鉄道総研所有の新幹線型試験車両を対象とし，複
数の弾性支持質量条件で車両試験台による加振試
験を行った。試験の結果，弾性支持質量が大きい
方が上下振動加速度パワーのピーク値の低減量お
よび乗り心地向上効果が大きいことを確認し，試
験車両において乗り心地レベル値で 3dB以上の改
善を実現するためには，車体質量の 4 %程度に相
当する質量が必要であるとの結果を得た。

５．おわりに

　本論文で対象とした試験車両よりも車体質量が小さい
在来線車両の一部では，転覆耐力向上などのため，車両
の床下に質量 1tを超えるデッドウエイトを積載してい
るものがみられる。本論文で示した検証結果より，それ
らの車両ではデッドウエイトを高減衰部材で弾性支持す

ることによって，上下方向の振動乗り心地が向上すると
推察する。引き続き，床下機器を活用した車体弾性振動
手法について，検討を進めていく考えである。
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